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一般 2 4 1 3 横浜市国際交流協会補助金
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一般 2 4 1 5 庁内国際人材育成事業

一般 2 4 1 6 国際総務費

一般 2 4 1 7 海外プロジェクト推進事業

一般 2 4 1 8 海外事務所運営費

一般 2 4 1 9 アフリカ開発会議関連事業

一般 2 4 1 10 シティネット事業

一般 2 4 1 11 国際協力推進事業

一般 2 4 1 12 公民連携による国際技術協力事業（Y-PORT事業）

一般 2 4 1 13 GX国際イノベーションネットワーク事業

一般 2 4 1 14 ウクライナ支援事業

一般 2 4 1 99 職員人件費
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政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 国際平和・SDGs推進事業

国際局政策総務課 一般会計 02 04 01

25 04 1

１　国際平和推進事業
　　国際平和に関して市民の理解を深める啓発活動を実施する。
２　SDGs推進事業
　　国際会議等を通じて本市のSDGsに関する取組を発信するほか、市民への浸透を図るための取組を実施する。
３　国際事業の情報発信・プロモーション事業
　　国際平和実現に向けた国際交流・国際協力・多文化共生等の事業について、ホームページ・SNS等を通じた国内外へ
の情報発信やプロモーションを積極的に展開する。

５年度 ６年度

          18,688              598          18,090

民間と協働して取組を実施するなど、今後も効果的な手法の採用を検討していく。

1 国際平和推進事業

国際平和に関して市民の理解を深める啓発活動を実施する。

５年度 ６年度

          11,222              584          10,638

実績による増

国際平和啓発パネル展・講演会等実施回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

4 4 4 4 4 4 4

2 4 5 5

・増える ・条例 ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 SDGs推進事業

国際会議等を通じて本市のSDGsに関する取組を発信するほか、市民への浸透を図るための取組を実
施していく。

５年度 ６年度

           1,166              166           1,000

委託料の増

市民啓発等イベントの実施回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

3 3 3 1 1 1 1

3 3 3 1

・維持 ・なし ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大が可能

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・求めるべ

きではない

3 国際事業の情報発信・プロモーション事業

国際交流・国際協力・多文化共生等の事業について、ホームページ・SNS等を通じた国内外への情
報発信やプロモーションを積極的に展開する。

５年度 ６年度

           6,300           ▲ 152           6,452

実績による減

SNS（国際局FaceBook）による国際事業の情報発信・ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ( 件
日・英)

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

230 230 230 230 110 110 110

220 162 117 104

・維持 ・該当なし ・目標を下

回った

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 外国人材受入・共生推進事業

国際局政策総務課 一般会計 02 04 01

11 01 2

　横浜市多文化共生総合相談センター及びよこはま日本語学習支援センターを円滑に運営するとともに、国際交流ラウン
ジの運営支援を通じて、在住外国人の安心・安全な生活の確保を進めます。また、令和元年度以降増加した在住外国人の
現状を把握するため、外国人意識調査を実施します。さらに、国際交流ラウンジの機能強化として、地域コミュニティの
課題解決に向けたコーディネーターの５区への配置を引き続き継続します。

５年度 ６年度

         119,636        ▲ 21,634         141,270

法務省・文部科学省の国費拡充は引き続き国要望を行いつつ、その他の市単事業（国際交流ラウンジや市民活動支援補助
金）については、妥当性や効率性・経済性を踏まえた事業見直しを検討する。

1 外国人材受入環境整備

法務省交付金・文部科学省補助金を活用し、「多文化共生総合相談センター」及び「よこはま日本
語学習支援センター」の運営を行い、在住外国人への情報提供・相談対応の充実や地域日本語教育
の総合的な体制づくりを推進します。

５年度 ６年度

          65,507            7,722          57,785

外国人意識調査の実施による増

多文化共生総合相談センター相談件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

6,500 6,750 10,000 12,000 12,250 12,500 12,750

5,221 8,080 8,624 11,913

・増える ・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・財源確保

が可能

・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 区役所窓口・国際交流ラウンジ等の機能強化

鶴見・中・南・緑・都筑区の５区での国際交流ラウンジ地域連携事業を引き続き展開します。また
、国際交流ラウンジ利用者等満足度調査実施に係る経費を新たに計上します。加えて、既存の国際
交流ラウンジや在住外国人支援に係る経費を引き続き計上します。

５年度 ６年度

          52,638        ▲ 28,434          81,072

国際交流ラウンジ移転計画中止による減等

国際交流ラウンジ相談・利用件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

130,000 130,000 131,000 132,000 133,000 134,000 135,000

78,605 103,690 128,008 144,951

・増える ・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大が可能

・事務改善

が可能

・求めるべ

きではない

3 地域国際化事業

多文化共生推進に取り組む市民団体やＮＰＯへの活動支援を行います。

５年度 ６年度

           1,491           ▲ 922           2,413

補助金交付件数の減

多文化共生市民活動支援補助金交付件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

3 3 4 5 3 3 3

7 3 5 3

・維持 ・規則・方

針

・他都市よ

り上乗せ・

横出しあり

・目標を下

回った

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 横浜市国際交流協会補助金

国際局政策総務課 一般会計 02 04 01

11 03 3

　外国人の支援や市内13か所の国際交流ラウンジの運営支援など、外国人材の受入れ・共生に関する様々な公益目的を達
成するための取組を実施する（公財）横浜市国際交流協会（YOKE）（以下、「協会」という。）に対し、事務局運営費等
を補助します。

５年度 ６年度

          60,024         ▲ 4,447          64,471

市内の多文化共生にかかる市民団体等とのネットワーク構築を進め、毎年度事業を活性化させた結果、連携・協働団体数
も増え、連携・協働事業も増加傾向にある。他方、協会の持続可能な経営体制の構築が課題であり、既存事業の精査や収
益事業の推進等を検討し、令和8年度の新たな協約に反映させていく必要がある。

1 横浜市国際交流協会補助金

　外国人の支援や市内13か所の国際交流ラウンジの運営支援など、外国人材の受入れ・共生に関す
る様々な公益目的を達成するための取組を実施する（公財）横浜市国際交流協会（YOKE）に対し、
事務局運営費等を補助します。

５年度 ６年度

          60,024         ▲ 4,447          64,471

事務局運営費の見直しによる減

連携・協力団体数 か所

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

490 532 538 544 550 - -

526 615 642 810

・増える ・規則・方

針

・該当なし ・目標を上

回った

・委託等の

拡大が可能

・事務改善

が可能

・負担割合

の工夫が可

能



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 グローバル人材育成事業

国際局政策総務課 一般会計 02 04 01

25 04 4

（１）世界を目指す若者応援事業（高校生の海外留学支援）
　　　市内高校生の海外留学にかかる費用の一部を補助し、留学を支援します。
　　　帰国者は留学報告会や国際会議へ参加し、留学の機運醸成や自身の留学経験を活かす取組を行います。
　　　フォローアップを行います。
（２）世界を目指す若者応援基金積立
　　　本事業の原資を当該基金に積み立てます。

５年度 ６年度

          48,966           25,597          23,369

持続可能な制度とするための財源確保に努める

1 世界を目指す若者応援事業

市内高校生の海外留学にかかる費用の一部を補助し、留学を支援します。
帰国者は留学報告会や国際会議へ参加し、留学の機運醸成や自身の留学経験を活かす取組を行いま
す。

５年度 ６年度

          14,537         ▲ 1,664          16,201

個人留学の交付決定者数の減による補助金の減

基金を活用した留学生助成 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

40 40 47 50 100 100 100

0 16 44 45

・増える ・条例 ・国・県事

業と類似・

重複

・目標を下

回った

・一部委託

等が可能

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 世界を目指す若者基金積立

本事業の原資を基金に積み立てる。

５年度 ６年度

          18,820           11,651           7,169

ふるさと納税寄附額の増による積立金の増

寄附金額 千円

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1,900 1,900 2,120 8,520 21,020 21,020 21,020

2,303 2,329 7,169 18,820

・維持 ・条例 ・国・県事

業と類似・

重複

・目標を上

回った

・委託等不

可

・該当なし ・負担は適

切である

3 新たなグローバル人材育成の取組

令和7年度から開始する新制度の運用に向けて、制度詳細設計、ウェブサイト構築、新制度広報を
行う。

５年度 ６年度

          15,609           15,609               0

新制度開始に向けた制度設計・広報費用の増

支援人数 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

40 40 47 50 100 100 100

0 16 44 45

・増える ・条例 ・国・県事

業と類似・

重複

・目標を下

回った

・一部委託

等が可能

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・求めるべ

きではない
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計
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年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 庁内国際人材育成事業

国際局政策総務課 一般会計 02 04 01

25 04 5

「国際人材育成ビジョン」の実現に向けて、本市職員の「国際マインド」の醸成や国際分野の基礎的知識の習得、海外で
の実務経験等の経験を通じ、広い視野と柔軟な思考力を磨き、積極的に行動する力を養います。

５年度 ６年度

           1,374              285           1,089

提案型海外都市派遣研修については、令和５年度より再開しているため、応募及び派遣実績状況等を踏まえ、事業スキー
ム等検討。

1 提案型海外都市派遣研修

職員が明確な目的意識を持ち、テーマ及び研修先都市を設定し、自ら企画・準備をして海外で研修
を実施します。

５年度 ６年度

           1,374              472             902

航空運賃等の高騰に伴う旅費等の増

提案型海外都市派遣 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

6 2 2 2 2 2 2

0 0 2 2

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 国際総務費

国際局政策総務課 一般会計 02 04 01

99 99 6

国際局の事務事業等を円滑に執行するための諸経費（政策総務課職員等の出張旅費や局の物品購入等）

５年度 ６年度

           1,738           ▲ 224           1,962

国際局の内部経費・事務経費であるが、引き続き、経費節減に向けて、効率的・効果的な執行に取り組んでいく必要があ
ります。

1 国際総務費

国際局の事務事業等を円滑に執行するための諸経費を執行します。（政策総務課職員等の出張旅費
や局の物品購入等）

５年度 ６年度

           1,738           ▲ 224           1,962

事業費の効率的な執行による減

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 海外プロジェクト推進事業

国際局政策総務課 一般会計 02 04 01

25 01 7

姉妹・友好都市をはじめとする世界の各都市と連携し、様々な都市課題の解決にともに取り組み、市民・企業が主体とな
った交流を広げるとともに、海外事務所の運営・活用を通じて、海外からの活力を取り込み、国際都市・横浜の成長・発
展に繋げていきます。海外のスタートアップ支援機関と横浜のオープンイノベーションプラットフォームとの連携を強化
し、海外活力の取り込みを通じた持続的成長、グローバル人材育成、国際評価の向上を図ります。また、通訳翻訳業務な
どの各局の国際事業を引き続き支援し本市の更なる国際化を牽引します。

５年度 ６年度

          48,744        ▲ 10,626          59,370

業務の性質上、外部委託等になじまない事業であるため、本市のもつグローバルネットワークをさらに強化・活用するこ
とで海外諸都市や国際機関との連携・協力等の取組を進めていく。

1 都市間プロジェクトの推進事業

次世代育成に重点をおいた国際交流等／海外プロジェクト推進／姉妹・友好都市等との連携

５年度 ６年度

           5,092         ▲ 8,966          14,058

一部事業の不実施等に伴う減

海外諸都市等との連携・協力事業数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

175 175 175 175 175 175 175

31 64 109 72

・維持 ・条例 ・該当なし ・目標を下

回った

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 海外活力の取り込みによるオープンイノベーション・グローバル人材創出

海外事務所が培ってきた国際ネットワークなどを生かして、市内企業のビジネス機会創出、人材の
呼込と育成、都市ブランド強化に係る３つの取組を総合的に推進します。

５年度 ６年度

          30,067         ▲ 3,258          33,325

事業の実施方法の見直しによる減

海外企業・団体とのマッチング数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

0 50 50 50 0 0 0

0 95 153 224

・増える ・規則・方

針

・該当なし ・目標を上

回った

・委託等の

拡大不可

・財源確保

が可能

・求めてい

ない

3 国際連携業務

区局連携・支援/国際交流専門員/国際連携業務

５年度 ６年度

          13,585            1,598          11,987

事業実績に伴う増

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 海外事務所運営費

国際局グローバルネットワーク推進課 一般会計 02 04 01

25 03 8

国際プロジェクトを推進するため、現地活動を担う上海、欧州（フランクフルト）、アジア（バンコク）、米州（ニュー
ヨーク）の４つの事務所を運営します。現在は、上海事務所（昭和62年開設）、欧州事務所（平成９年開設）、アジア事
務所（平成27年ムンバイ開設）、米州事務所（平成30年開設）の４事務所の体制です。

５年度 ６年度

         155,919            ▲ 13         155,932

事務所の体制や取組内容など、効率的に行える手法を検討する。

1 上海事務所

長年にわたる上海市との友好関係を生かして、中国でのビジネス支援や現地の最新のビジネス情報
の提供等をオンラインを活用して実施します。

５年度 ６年度

          41,303            5,243          36,060

為替変動による増

企業・関係機関等との相談・支援件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

669 669 669 1,000 1,000 1,000 1,000

1,168 1,488 705 944

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 欧州事務所

欧州諸都市との連携や欧州で開催される国際会議への参加等を通じてシティプロモーションを行い
ます。市内企業の欧州でのビジネス支援や欧州企業の横浜へ誘致活動を推進します。

５年度 ６年度

          31,518            6,909          24,609

帰赴任者有り、為替変動と現地インフレによる増

企業・関係機関等との相談・支援件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

350 400 450 450 450 450 450

320 220 308 346

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標を下

回った

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

3 アジア事務所

インド・東南アジア地域における企業誘致、Y-PORT事業、現地市内企業支援・進出支援、人材受入
れ等を実施する。

５年度 ６年度

          14,038         ▲ 5,971          20,009

一部委託の減による減

企業・関係機関等との相談・支援件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

222 222 400 450 450 450 450

256 447 537 552

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標を上

回った

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

4 米州事務所

米州諸都市との連携や米州で開催される国際会議への参加等を通じてシティプロモーションを行い
ます。市内企業の米州でのビジネス支援や米州企業の横浜へ誘致活動を推進します。

５年度 ６年度

          69,060         ▲ 6,194          75,254

赴任がなかったことによる減

企業・関係機関等との相談・支援件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

300 400 400 450 450 450 450

567 456 708 738

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標を上

回った

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない

5 事務所共通

上海、欧州、アジア、米州の各海外拠点を活用して、企業誘致、市内企業のビジネス支援、世界に
おける先端技術の活用や脱炭素化の取組などの好事例の情報収集・発信を行います。

５年度 ６年度

               0                0               0

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・実施しな

かった

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 アフリカ開発会議関連事業

国際局グローバルネットワーク推進課 一般会計 02 04 01

25 02 9

令和７年度に横浜で開催される第９回アフリカ開発会議（TICAD９）に向けて、過去３回にわたる横浜での会議開催実績
、市民の交流実績、アフリカの開発に資する本市の施策、市内企業の取組等を発信することにより、アフリカとの連携を
より一層強化します。

５年度 ６年度

          59,801           57,600           2,201

第９回アフリカ開発会議開催期間中のみならず、年間を通じて本市の取組等の広報について、より効率的・効果的な展開
方法を検討する。

1 アフリカ開発会議関連事業

2025年の第9回アフリカ開発会議（TICAD９）の横浜開催に向けて、以下の取組を推進します。
①関係各界と連携した推進体制の構築及び市民・企業等に向けた広報・プロモーション
②ビジネスセミナー等の開催及び都市課題等の解決に資する国際協力の推進
③小中学生・高校生を対象としたアフリカ交流プログラムの実施及び大学生・若者向けセミナー等
の開催
④駐日大使館等と連携したイベントの開催及び中東アフリカ地域との都市間交流の推進

５年度 ６年度

          59,801           57,600           2,201

アフリカの開発に資する本市の施策の発信件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

13 24 30 48 5 5

23 24 50

・増える ・規則・方

針

・該当なし ・目標を上

回った

・委託等の

拡大不可

・契約方法

の工夫が可

能

・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）
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実
績

細事業事業量 単位
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年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法
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結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 シティネット事業

国際局グローバルネットワーク推進課 一般会計 02 04 01

25 02 10

シティネット（アジア太平洋都市間技術協力ネットワーク）、およびシティネット横浜プロジェクトオフィス（CYO）を
通じ、横浜市の都市課題解決の知見をいかして、会員都市が抱える課題を相互に解決する。

５年度 ６年度

          13,374           13,374               0

本市と会員都市が共に都市課題を解決し、相互発展していくことを目指して事業に取り組んでいくとともに、より効率的
・効果的な事業推進に向けてY-PORT事業と連携した取組の強化を図っていく。また、活動成果を横浜市民や、国内外に対
して効率的・効果的に発信するため、Y-SHIP等のプロモーション機会の活用を図っていく。

1 シティネット事業活動費

シティネットの名誉会長都市として、シティネットの中心的な活動である分科会活動（防災、気候
変動、SDGｓ）、その他シティネット事業に参画し、横浜市の都市課題解決の知見を提供し、会員
都市へ貢献していきます。

５年度 ６年度

          11,095           ▲ 668          11,763

悪天候による海外出張中止による旅費の減

海外諸都市・国際機関との連携・協力事業数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

2 2 2 2 2 2 2

4 3 3 4

・維持 ・条例 ・該当なし ・目標を上

回った

・全部委託

等が可能

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定
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実績

(1)実施主体 (2)実施手法
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結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 シティネット事業事務経費

令和６年度は、実行委員会（毎年）開催が予定されています。名誉会長都市として、実行委員との
議論を行い、シティネットの事業の方向性を検討し、その結果の実現に向けて会員と協力して事業
を推進します。また、シティネット総会で決定されている会員費に基づき、年会費を負担します。

５年度 ６年度

           2,279              801           1,478

出張回数の増

総会・実行委員会参加回数 回

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1

・維持 ・条例 ・該当なし ・目標を概

ね達成

・全部委託

等が可能

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策
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負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 国際協力推進事業

国際局グローバルネットワーク推進課 一般会計 02 04 01

25 02 11

市内に拠点を置く国際機関等に補助金を交付し支援するとともに、横浜国際協力センターの管理委託を行います。
また、国際機関との連携事業を推進します。

５年度 ６年度

         182,851           61,627         121,224

横浜国際協力センターを適切に管理し、入居機関に安全・安心な環境を提供します。
また、国際機関等と互いにアイデアを出し合いながら、既存の取組だけでなく新たな連携事業の実現に向けて検討を進め
ます。

1 国際機関等の支援に係る補助金

市内に拠点を置く国際機関等に補助金を交付し、支援します。
国際機関等への支援を通じて連携を強化し、国際貢献を推進します。

５年度 ６年度

         135,619           54,952          80,667

ITTO理事会開催年による増

連携事業数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

12 12 12 12 12 12 12

9 12 12 13

・増える ・規則・方

針

・該当なし ・目標を上

回った

・補助事業

化が可能

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・負担は適

切である



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
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実
績
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負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定
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実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 横浜国際協力センター施設管理

横浜国際協力センターに係る管理を行います。
適切な施設管理を通じて入居機関に安全・快適な環境を提供します。

５年度 ６年度

          42,070            5,258          36,812

施設老朽化に伴う保全経費増

入居機関数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

7 7 7 7 7 7 7

9 7 7 7

・測ること

はなじまな

い

・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・全部委託

等が可能

・民間のノ

ウハウや人

材等の活用

が可能

・負担は適

切である

3 国際機関との連携事業

国際機関との連携活動を実施します。

５年度 ６年度

           1,361            1,361               0

連携事業数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

12 12 12 12 12 12 12

9 12 12 13

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



事
業
計
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画

差引（増減）

増減説明

決算
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負担の

4 課共通事務経費

課内の必要経費の支出を行います。

５年度 ６年度

           3,802               57           3,745

機構改革により２課が１課に統一されたことによる増

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・なし ・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない
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効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 公民連携による国際技術協力事業 （Ｙ－ＰＯＲＴ事業）

国際局グローバルネットワーク推進課 一般会計 02 04 01

24 01 12

海外都市、政府・国際機関等との連携を基盤にして、海外諸都市の都市課題解決や市内企業の海外インフラビジネスを促
進します。また、情報発信拠点GALERIOを活用した国際プロモーション及びネットワーキングを推進するとともに、気候
変動対策などの新たなニーズに対応した市内企業との都市ソリューションを創出します。

５年度 ６年度

          48,529        ▲ 15,626          64,155

気候変動等の地球規模の課題対策など、横浜市の国際技術協力への要請が一層高まっており、特に本市が強みを持つ都市
環境改善やカーボンニュートラルに向けた取組など、本市の環境先進都市としての施策の発信や持続可能な都市づくりの
ためのノウハウ提供が求められている。海外都市や市内企業からの協力要請が一層増えている状況を鑑み、国や国際機関
の外部財源の取り込みなど検討を進め、海外都市における都市課題の解決支援と市内企業の海外ビジネス機会の拡大を図
り、市内企業の事業化に繋げていく。

1 Y-PORT事業の推進

海外都市、政府・国際機関等との連携を基盤にして、海外諸都市の都市課題解決や市内企業の海外
インフラビジネスを促進します。また、情報発信拠点GALERIOを活用した国際プロモーション及び
ネットワーキングを推進するとともに、気候変動対策などの新たなニーズに対応した市内企業との
都市ソリューションを創出します。

５年度 ６年度

          48,529        ▲ 15,626          64,155

事業の実施方法を見直したことによる減

海外インフラ分野の事業化件数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

3 4 4 4 4 4 4

3 4 5 3

・増える ・規則・方

針

・他都市よ

り上乗せ・

横出しあり

・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・財源確保

が可能

・求めてい

ない
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事業決算額

（千円）
事業費
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効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 GX国際イノベーションネットワーク事業

国際局グローバルネットワーク推進課 一般会計 02 04 01

18 05 13

アジア都市との連携により、アジア地域でのGX・脱炭素化を先導します。
また、国際機関との連携や国際的なネットワークを活用し、本市のGX・脱炭素や国際協力の取組を発信し、国際社会にお
ける脱炭素化の推進に貢献するとともに、本市の成長につなげます。

５年度 ６年度

          62,019           62,019               0

持続可能なグリーン社会の実現に向けた本市の取組を国際的にプロモーションするため、プロモーションツールの作成・
発信に加え、国際的なネットワークを活かしたワークショップやイベントを開催する。また、国際社会における本市のプ
レゼンス向上を目的として、国際会議の誘致に取り組む。

1 国際プロモーション事業

本市のGX・脱炭素化や国際協力の取組について分析・評価を行うとともに、動画等の作成等を行い
、国際プロモーションを行う

５年度 ６年度

          36,859           36,859               0

－

プロモーションツール作成 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

0 0 0 1 1 1 1

0 0 0 1

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・該当なし ・求めてい

ない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 国際機関等との連携事業

経済開発協力機構（OECD）等との連携や国際的なネットワークを活用し、GX・脱炭素の取組を共有
・加速する。

５年度 ６年度

          23,323           23,323               0

－

国際機関等との連携事業数 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

0 0 0 1 1 2 2

0 0 0 1

・増える ・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等の

拡大不可

・財源確保

が可能

・求めてい

ない

3 アジア都市との連携事業

タイ・バンコク都との連携により、両市でアジアの都市のGX・脱炭素化を先導します

５年度 ６年度

           1,838            1,838               0

－

バンコク都との連携事業 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

0 0 0 1 1 2 2

0 0 0 1

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策
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歳出予算科目

事業概要

事業決算額
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決算
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計
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細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
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実
績

細事業事業量 単位
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実績
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結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 ウクライナ支援事業

国際局政策総務課 一般会計 02 04 01

25 02 14

本市で受け入れるウクライナ避難民の方々に寄り添った対応を行うため、必要経費を計上します。
また、横浜市の姉妹都市であるウクライナ・オデーサ市の戦後復興を支援します。

５年度 ６年度

          49,768        ▲ 22,504          72,272

ロシアによるウクライナへの侵略の長期化に伴い、変化する避難民支援、現地支援のニーズに応えられるよう、体制や取
組内容などの支援を効率的に行える手法を検討する。

1 安全・安心に生活するための支援

避難民等の交流スペースの運営、相談窓口の強化、日本語学習支援等

５年度 ６年度

          48,502        ▲ 11,344          59,846

事業見直しによる減

受け入れる避難民の数（想定） 人

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

0 166 182 214 205 205 205

0 132 163 164

・維持 ・規則・方

針

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・一部委託

等が可能

・契約方法

の工夫が可

能

・求めるべ

きではない



事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

2 ウクライナ現地人道支援

横浜市の姉妹都市であるオデーサ市の戦後復興の支援を行うため、関係機関等と連携して技術協力
を推進します。

５年度 ６年度

           1,266           ▲ 602           1,868

契約方法の変更による筆耕翻訳料の減

復興支援のための技術協力 件

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

- 1 1 1 1 1

4 4 3

・維持 ・なし ・該当なし ・目標を概

ね達成

・委託等不

可

・該当なし ・求めるべ

きではない



政策・施策

所管区局・課

政策番号

款 項 目

施策番号 評価書番号

歳出予算科目

事業概要

事業決算額

（千円）
事業費

決算

差引（増減）年度

各細事業の分析結果を踏まえた事業改善の検討等

細事業の分析

事
業
計

細事業名称

細事業概要
画

差引（増減）

増減説明

決算

細事業費
（千円）

年度事
業
実
績

細事業事業量 単位

想定

年度

実績

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性

公平性
負担の

令和７年度 事業評価書

令和６年度事業名 職員人件費

国際局政策総務課 一般会計 02 04 01

99 99 99

国際局職員人件費
・常勤一般職員 77人

５年度 ６年度

         831,006          232,272         598,734

引き続き適切に予算編成を行うとともに、職員の給料、諸手当、共済費等の支出及び管理を適切に行い、適正な人件費の
執行に努めます。

1 職員人件費

５年度 ６年度

         831,006          232,272         598,734

-

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

・測ること

はなじまな

い

・法律・政

令

・該当なし ・目標設定

になじまな

い

・委託等不

可

・該当なし ・なじまな

い
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